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第１章 基本的な事項 

 

１ 千早赤阪村の概況 

 

ア 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

   本村は、大阪府南東部、南河内地域の位置を占め、金剛山を隔てて奈良県御所

市、同県五條市と接しており、総面積は 37.30㎢で大阪市内中心部まで直線距離

で 20～25km に位置している。この総面積の 82.4％を山林・原野が占めており、

市街地が 5.1％と少なく、山間部に囲まれた状況にある。 

   また、南北朝時代に活躍した楠木正成の本拠地として歴史的に有名である。明

治 22年、千早村、赤阪村となり、その後昭和 31年両村が合併し、千早赤阪村が

誕生し現在に至っている。 

   気候は、金剛山等による山地気候を示し、高度が高い地区では、夏は涼しく、

冬の寒さが厳しい。1981年～2010年の平均では、年間平均気温は 13.0度程度と

府平均の 17.0 度に比べ低く、年間降水量は 1,350mm で府平均の 1,280mm に比べ

て若干多い状況にある。 

   水系は、主に石川水系、佐備川水系の２水系があり、地域内の道路網は、村の

中心部を国道 309 号及び府道富田林五条線が通り、その他主要地方道が柏原駒ヶ

谷千早赤阪線、一般府道が森屋狭山、東阪三日市、河内長野千早城跡、中津原寺

元の４線が供用されている。 

   また、国道 309 号河南赤阪バイパスが供用開始され、大阪市内及び奈良県側へ

の広域ネットワークが形成されている。 

 

イ 過疎の状況 

   本村は、大都市圏の拡大の影響を受けて、昭和 40 年代には住宅地の開発があ

り、人口が急増し、昭和 60 年の 7,697 人（国勢調査）でピークを迎えた。その

後、少子化と若者の都市部への人口流出により、年々、人口が減少し、平成２年

の 7,617人と比較すると、平成 27年には 5,378人と 2,239人（29.4％の減少率）

の人口減少となっている。 

   さらに、65 歳以上の高齢化率は 41.4％と府内の他の市町と比較しても著しく

高く、少子高齢化の歯止めがきかない状況に陥っており、人口問題は本村の重要

課題の一つである。 

   このような状況の中、本村は平成 26 年４月、過疎地域自立促進特別措置法に

より大阪府内ではじめて過疎地域をその区域とする市町村として公示されたこ

とを受け、村道・橋梁整備事業、公共施設の老朽化対策等の社会資本の整備、農

の活性化プロジェクト、間伐材搬出補助等の産業振興施策等様々な対策を講じて

きた。さらには、移住・定住促進施策として、空き家改修補助、住宅取得補助等
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人口増加に向けた取組も進めてきたところである。 

   このような対策を講じてきたものの、若年層の転出等人口減少、高齢化の流れ

に大きな変化が見られない状況である。 

 

ウ 産業構造の変化、地域の経済的な立地特性、社会的経済的発展の方向 

   本村の産業分類別就業者数は、総人口と比べても大幅な減少傾向で推移してい

る。また、就業者数の割合で第３次産業の割合が高く、第１次産業と第２次産業

の割合は減少している。 

   業種別事業所数と構成割合は、大阪府全体の構成割合と比較して、建設業、製

造業の割合が高くなっている一方で、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、

生活関連サービス業・娯楽業の割合が低くなっている。 

   本村は大都市近郊という立地特性を活かした近郊農業と、金剛山を中心とする

観光業によって発展してきた。 

   本村では、新たな経済的発展をめざし、企業誘致を進めている。具体的には、

広域基幹道路である国道 309 号河南赤阪バイパスをはじめ村内主要幹線道路沿

道の適地において土地利用のあり方の検討と併せ、積極的な企業誘致や雇用支援

に取り組む。 

 

 

２ 人口及び産業の推移と動向 

 

① 人口の推移 

   本村の人口は、平成 27 年では 5,378 人（国勢調査）となっており、人口推移

は昭和 60年をピークに減少が続いている。 

   各年齢階層別の動向では、０歳～14歳の年少人口は、平成２年に 1,389人であ

ったものが、平成 27年には 476人に、15歳～64歳の生産年齢人口も平成２年が

5,193人であったものが、平成 27年は 2,691人と大幅に減少している。 

   国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計では今後も、人口減少や少子高

齢化の傾向は続くものと予測されているが、人口減少対策は結果が現れるまで長

期的な取組が必要になるため、持続可能な施策を実施し、働く場の創出、雇用機

会の拡充や住民福祉の向上により、安心して安全に暮らせるむらづくりを進め、

人口流出を防ぎ、定住促進や人材確保及び育成にもつなげていく必要がある。 
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表１－１(１) 人口の推移（国勢調査）                         

 昭和 35年

年 

昭和 50年 平成２年 

実数 増減率 

人 

7,617 % 

-0.1 

人 

1,389 % 

-25.8 

人 

5,193 % 

5.1 

人 

1,550 % 

24.5 

人 

1,035 % 

17.3 

% 

20.3 － 

% 

13.6 － 

平成 17年 平成 27年 

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

 
総  数 

人 

5,283 

人 

5,062 

% 

▲4.2 

人 

7,617 

% 

50.5 

人 

6,538 

% 

▲14.2 

人 

5,378 

% 

▲17.8 

 

 
0 歳～14 歳 

人 

1,532 

人 

1,099 

% 

▲28.3 

人 

1,389 

% 

26.4 

人 

690 

% 

▲50.3 

人 

476 

% 

▲31.0 

 
15 歳～64歳 

人 

3,361 

人 

3,362 

% 

0.3 

人 

5,193 

% 

54.5 

 

人 

4,262 

% 

▲17.9 

 

人 

2,691 

% 

▲36.9 

 

 

うち 15歳～

29 歳(a) 

人 

1,341 

人 

1,162 

 % 

▲13.4 

人 

1,550 

% 

33.4 

   

3

3

.

4 

人 

1,044 

% 

▲32.7 

 

人 

554 

% 

▲46.9 

 
65 歳以上 

(b) 

人 

390 

人 

601 

% 

54.1 

人 

1,035 

% 

72.2 

人 

1,586 

% 

53.2 

人 

2,211 

% 

39.4 

(a)/総数 

若年者比率 

% 

25.4 

% 

23.0 

 

― 

% 

20.3 

 

― 

% 

16.0 

 

― 

% 

10.3 

 

― 

(b)/総数 

高齢者比率 

% 

7.4 

% 

11.9 
― 

% 

13.6 
― 

% 

24.3 
― 

% 

41.4 ― 

※総数については、年齢不詳者を除く。 

 

表１－１(２) 男女別人口の推移（国勢調査）  

 昭和 35年 昭和 50年 平成２年 

実数 増減率 

人 

7,617 % 

-0.1 

人 

1,389 % 

-25.8 

人 

5,193 % 

5.1 

人 

1,550 % 

24.5 

人 

1,035 % 

17.3 

% 

20.3 － 

% 

13.6 － 

平成 17年 平成 27年 

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

 

総 数 

 

人 

5,283 

 

人 

5,062 

 

% 

▲4.2 

 

人 

7,617 

 

% 

50.5 

 

人 

6,538 

 

% 

▲14.2 

 

人 

5,378 

 

% 

▲17.7 

 

 

   男 2,602 2,416 ▲7.2 3,651 51.1 3,080 ▲15.6 2,558 ▲17.0 

    女 2,681  2,646 1.3 3,966 49.9 3,458 ▲12.8 2,820 ▲18.5 
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表１－１(３) 総人口の長期見通し 

（国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計及び人口目標推計） 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年 令和１１年 令和１２年 

  2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 2025 年 2026 年 2027 年 2028 年 2029 年 2030 年 

住基推計１ 5,105 5,062 5,019 4,977 4,934 4,891 4,848 4,805 4,762 4,719 4,676 

住基推計２ 5,105 5,045 4,985 4,925 4,865 4,805 4,745 4,685 4,625 4,565 4,505 

社人研 4,839 4,729 4,618 4,508 4,397 4,287 4,173 4,059 3,946 3,832 3,718 

 

注１）住基推計１は、令和２年９月 30 日時点の住民基本台帳人口を基準とし、過疎地域要件(中期)で

ある人口減少率（▲21％）で推移すると想定した 25年後（2045年）の住民基本台帳人口 

注２）住基推計２は、令和２年９月 30 日時点の住民基本台帳人口を基準とし、平成２年から平成 27年

の人口減少率（▲29.4％）で推移すると想定した 25年後（2045年）の住民基本台帳人口 

注３）社人研は、国立社会保障・人口問題研究所が平成 30 年にまとめた５年ごとの日本の地域別将来

推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

4,891 

4,676 

5,105 

4,805 

4,505 

4,839 

4,287 

3,718 

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

住基推計１ 住基推計２ 社人研

（人）

（年）

2025

（R7）年度
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② 産業の推移と動向 

   本村においては、昭和 45 年頃までは水稲を中心にミカン等の果樹栽培も盛ん

であり、農業が基幹産業であった。その後、経済成長や産業構造の変化に見られ

る社会情勢の変化等に伴い、第１次産業の就業者は昭和 35 年をピークに平成 27

年と比較すると、約７分の１以下まで減少した。特にミカン農家は、激減し、放

任園が増加している。第２次産業の就業者は平成７年がピークとなり、それ以降

は減少してきている。 

   そのような中で、第３次産業の就業者は昭和 50 年代から急速に増加した。こ

れは、昭和 45 年後半から大規模な住宅地である小吹台団地の入居が始まったこ

とによるサラリーマン世帯が増加したこと等が考えられるが、平成７年以降は人

口の減少に伴い減少している。 

 

表１－１（３）産業別人口の動向（国勢調査） 

区 分 
昭和 35 年 昭和 50年 平成２年 平成 17年 平成 27年 

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総 数 

人 

2,428 

人 

2,230 

% 

▲8.2 

人 

3,431 

% 

53.9 

人 

3,001 

% 

▲12.5 

人 

2,226 

% 

▲25.8 

 

第１次産業 

就業人口 

 

人 

1,161 

人 

571 

 

% 

▲50.8 

人 

326 

 

% 

▲43.0 

人 

230 

 

% 

▲29.4 

人 

152 

 

% 

▲34.0 

 

比  率 

% 

47.8 

% 

25.6 

 % 

9.5 

 % 

7.7 

 % 

6.8 

 

第２次産業 

就業人口 

 

人 

755 

 

人 

778 

 

% 

3.0 

人 

1,153 

 

% 

48.2 

人 

828 

 

% 

28.2 

人 

580 

 

% 

▲30.0 

 

比  率 

 

% 

31.1 

% 

34.9 

 % 

33.6 

 % 

27.6 

 % 

26.1 

 

第３次産業 

就業人口 

 

人 

512 

 

人 

881 

 

% 

72.0 

 

人 

1,952 

 

% 

121.6 

人 

1,943 

 

% 

▲0.5 

  

人 

1,494 

 

% 

▲23.1 

  

 

比  率 

 

% 

21.1 

% 

39.5 

 % 

56.9 

 % 

64.7 

   % 

67.1 

 

※総数については、分類不能の産業を除く。 
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３ 村行財政の状況 

 

① 行政の状況 

   本村は、昭和 31年９月 30日、町村合併促進法により、旧千早村、旧赤阪村が

合併し、現在に至っている。 

   本村の行政連絡体制としては、13地区会を組織し、それぞれに区長・自治会長

を委嘱している。行政機構としては、「定員適正化計画」、「むらづくり経営計画

（後期計画）」に基づき、少人数の職員で行う行政サービスに支障をきたすこと

のないよう、少数精鋭による組織体制をめざしている。令和３年４月１日現在の

職員総数は 83人で、12課、１局で行政を運営している。 

   広域(行政)連携については、村民の日常社会生活圏の拡大や行政事務の効率化

に対応するため、一部事務組合として昭和 38 年にし尿処理を目的に富美山環境

事業組合を設立し、昭和 42 年にごみ処理を目的として、南河内清掃施設組合を

設立、平成 22 年にはし尿処理及びごみ処理の経営統合を図るため、南河内環境

事業組合を設立した。 

   また、平成 12 年に消防・救急業務を富田林市に事務委託し、平成 24 年には、

移譲事務の事務処理や既存事務の広域化を目的として、周辺６市町村で南河内広

域事務室を設置する等事務の共同処理を行うとともに、平成 29 年からは水道事

業を大阪広域水道企業団へ統合し、村民サービスの向上、事務の効率化を図って

きた。 

   本村においては、平成 14年、平成 20 年の２度、合併協議に臨んだが、いずれ

も合併には至らなかった。そのような状況下で多様化する住民ニーズへの対応や

住民サービスを向上するには、引き続き南河内地域の構成市町村の一員として、

共同処理体制の強化を進め、効率的・効果的な広域(行政)連携を展開する。 

 

② 財政の状況 

   令和元年度における普通会計決算の状況については、一般財源の標準規模を示

す標準財政規模は、1,953,017千円である。 

   財政に関する主要指標のひとつ、経常収支比率は、94.1％であり、財政の硬直

化が進んでいる。 

   一方、基金積立金の現在高は、2,071,760 千円、このうち財政調整基金の残高

は、883,903千円で、基金積立金残高の標準財政規模に対する割合は、106.1％と

なっている。 

   歳入については、地方税、地方交付税、地方債の占める割合が高く、これらで

歳入全体の約７割弱を占めている。地方税は、494,948千円で全体の 14.7％とな

っている。 

   性質別の歳出については、人件費、扶助費、公債費の義務的経費で 41.7％を占

めており、これに物件費、維持補修費、補助費等経費を加えた経常的経費は、
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70.2％であり、投資的経費は、14.9％となっている。 

   今後の財政運営にあたっては、村税収入が減少傾向にある上、少子高齢化の進

展による社会保障負担の増加等、義務的経費の増大に加え、老朽化した公共施設

の改修等投資的経費についても今後大きな財政負担となり厳しい財政運営が見

込まれる。 

   このような中で、「千早赤阪村総合計画」に基づき、本村の将来を中・長期的な

取組を着実に実施するために、安定した財政基盤の確立、効率的な財政運営に取

り組むものとする。 

 

  ③ 主要公共施設等の状況 

   本村の公共施設の整備状況を、府の平均や近隣市町の整備状況と比較した場合、

道路については、舗装率は高いが、道路改良率は府内でも低い状況にあり、計画

的な整備が必要である。また、国道 309 号河南赤阪バイパス等の幹線道路網の整

備と併せ、円滑な移動手段の確保及び地域産業の持続的発展を促進するため、新

たな道路整備が必要である。 

   義務教育施設については、小・中学校全校において耐震化が完了し、令和２年

３月には「学校施設長寿命化計画」を策定して、基本的な方針を定めた。その他

公共施設についても防災避難施設として重要な機能を有していることから、耐震

化が必要である。 

   上水道については、安定的な水道水の供給のために平成 29 年に大阪広域水道

企業団に統合を図った。下水道については、人口減少等による費用対効果を勘案

すれば、今後の水洗化についてはその事業手法を見直す必要がある。 
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表１－２(1) 財政の状況                          （単位：千円、％） 

（資料：地方財政状況調査等） 

 

  

区分 平成 22年度 平成 27年度 令和元年度 

歳入総額Ａ 3,160,269 3,165,397 3,374,038 

経常一般財源 1,733,274 1,905,724 1,890,584 

国庫支出金 444,863 175,813 182,344 

府支出金 182,349    212,254 277,394 

 地方債 346,984 427,908 407,763 

  うち過疎対策事業債 ― 309,000 299,500 

 その他 452,799 443,698  615,953 

歳出総額Ｂ 3,007,892 3,029,915 3,347,195 

 義務的経費 1,314,344 1,263,235 1,395,568 

 投資的経費 435,006 306,676 498,465 

  うち普通建設事業 422,676 306,676    491,397    

 その他 1,258,542 1,460,004 1,453,162 

 過疎対策事業費 ― 178,845 255,841 

歳入歳出差引額 Ｃ（Ａ－Ｂ） 152,377 135,482 26,843 

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 18,451  38,840 6,887 

 実質収支 Ｃ－Ｄ 133,926 96,642 19,955 

財政力指数 0.39 0.32 0.30 

公債費負担比率 16.2 13.4 13.4 

実質公債費比率 18.6 11.0 7.8 

起債制限比率 ― ― ― 

経常収支比率 88.0 84.5 94.1 

将来負担比率 123.9 4.4 ― 

地方債現在高 3,117,086 3,241,215 3,597,823 
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表１－２(2) 主要公共施設等の状況 

区  分 

昭和 55 年度末 平成２年度末 平成 12 年度末 平成 22 年度末 令和元年度末 

市町村道改良率(%) 24.9 34.8 46.8 50.1 57.4 

市町村道舗装率(%) 80.4 99.0 99.0 99.1 99.4 

農道延長(ｍ) ― ― ― 820 820 

耕地１ha 当たり農道延長(ｍ) 119 103 107 ― ― 

林道延長(ｍ) ― ― ― ― ― 

林野１ha 当たり林道延長(ｍ) 19 27 15 ― ― 

水道普及率(%) 91.4 98.9 97.7 99.6 99.5 

水洗化率(%) ― ― 50.3 85.9 85.7 

人口千人当たり病院、診療所の病床数（床） ― ― ― ― ― 

（資料：公共施設状況調等） 

４ 地域の持続的発展の基本方針 

 

   過疎地域では、著しい人口減少や少子高齢化の進展等、他の地域と比較して厳

しい社会経済情勢が長期にわたり継続しており、地域社会を担う人材の確保、地

域経済の活性化、情報化、交通の機能の確保及び向上、医療体制の確保、教育環

境の整備、集落の維持及び活性化、農地、森林等の適正な管理等が喫緊に求めら

れており、その取り巻く状況は一層厳しさを増している。 

   本村においても同様の課題を抱える中で、これまで、総合的かつ計画的にむら

づくりを進めるための基本的な指針である総合計画を策定し、長期展望に立った

むらづくりに取り組んできた。 

   平成 26 年に続き過疎地域をその区域とする市町村として公示されたことを受

け、「千早赤阪村総合計画」を本村の持続的発展のための指針とし、総合計画に掲

げるむらづくりの基本理念・将来像・最重点目標を、地域の持続的発展のための

基本方針に位置づけ、過疎地域の厳しい現状と時代の潮流の変化を的確に捉えな

がら、各種施策を進める。 

   また、こうした施策の実現にあたっては、行政だけでなく、村民、地域団体、

事業者、さらには村に関係する人々が一体となって、住む人が満たされ、訪れる

人が癒される魅力あるむらづくりをめざす。 
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基本構想 基本計画 

将来像 基本目標（総合戦略） 基本柱 基本施策 

  
 

 
  

（１）子どもから大人まで 

支えあい健やかに 

過ごせるむら 

Ⅰ．子育て・健康・ 

医療・福祉 

１ 子育て支援の推進 

２ 健康増進・疾病予防の推進 

３ 福祉の充実 

（２）地域の恵みを 

生かした 

人がつながるむら 

Ⅱ．産業・地域 

振興・観光 

４ 地域産業の振興 

５ 観光・交流の促進 

６ 移住・定住の促進 

（３）心の豊かさを 

はぐくむむら 

Ⅲ．教育・文化・ 

生涯学習・人権 

７ 学校教育の推進 

８ 社会教育の充実 

９ 歴史文化の保存・活用 

10 人権の尊重 

（４）自然と共生する 

住みよいむら 

Ⅳ．安全・安心・ 

生活基盤・環境 

11 安全・安心の推進 

12 生活基盤の維持と充実 

13 自然・環境との共生 

（５）協働と参画による 

自立したむら 
Ⅴ．協働・行政経営 

14 協働と参画のむらづくり 

15 持続可能な自立したむらづくり 

16 シティープロモーションの充実 

第５次総合計画（令和４年度～令和１１年度） 

目標人口 

（令和 11 年度） 

4,565 人 

元
気
な
あ
い
さ
つ
で 

み
ん
な
で
創
る 

『 

唯

一

』

と

 

で

あ

え

る

 

金

剛

山

こ

ご

せ

の

む

ら 

  

過疎地域の持続的発展のための施策展開においては、総合計画を基本に、次

の事項を基本政策として推進する。 
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（１）移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

 

① 移住・定住の促進 

   若者の定住を図るため、村では子育て支援サービスの充実や環境整備を推進し

ている。 

   今後も本村のホームページ等で村の魅力や必要な情報等を発信するとともに、

多様な交流機会の創出や村内の住まいの確保、生活しやすい環境づくりに取り組

むことでさらなる移住・定住を図る。 

 

② 地域間交流の促進 

   本村ではコミュニティ活動の助成等、村民との協働や地域・団体の自発的な取

組の支援を行っている。今後、活動のさらなる活性化に向け、地域・団体主体で

取り組むイベントへの支援を通じ、多くの人が集まる機会の創出に取り組む。ま

た、ＳＮＳを活用した地域情報の発信等により、新たなにぎわいを創出し、地域

間交流の機会の増加につなげる。 

 

③ 人材育成 

   人口減少や高齢化の進展が著しい本村において、地域の活性化への取組に向け

た、人材の育成や外部人材の確保が必要となる。 

   本村では地域おこし協力隊を導入し、地域力の維持・強化を図っているが今後、

地域間交流や地域活動の担い手の確保を図る。 

 

 

（２）産業の振興 

 

① 農業の振興 

   生産農家の経営安定化を図るため、大阪府や農業協同組合等の協力による営農

指導、地産地消の促進等生産から出荷までを支援する。さらに農業への新規参入

を促進する等、担い手の育成に取り組む。 

   また、イノシシやアライグマ等による農作物被害を防ぐため、捕獲に向けた体

制整備や防護柵の設置促進等に取り組み、農家の収益の確保を図る。 

 

② 林業の振興 

   間伐や枝打ち等の森林整備を促進し、商品価値の高い大径木を生産するととも

過疎地域の持続的発展のための基本政策の推進 



千早赤阪村過疎地域持続的発展計画 

 

12 

におおさか河内材の利用を促進し、林業の活性化を推進する。森林の適切な管理

には、労働力の確保・育成が重要であることから、その体制づくりの充実をめざ

す。また、間伐やおおさか河内材のブランド化等を促進し、多様化する市場や消

費者ニーズに対応するための新商品の開発や付加価値化等新たな販売戦略を推

進する。 

 

③ 企業誘致の推進 

   広域基幹道路である国道 309 号河南赤阪バイパスをはじめ村内主要幹線道路

沿道の適地において企業誘致を推進する。 

 

④ 商業の振興 

   富田林商工会と協力して中小企業の育成振興等に取り組む。 

   また、民間活力を活用し、情報発信・流通機能を有する道の駅「ちはやあかさ

か」を充実させ、観光イベント等積極的なＰＲ活動を行うとともに、新たな特産

品の開発に努め、商業の活性化を図る。 

 

⑤ 観光の振興 

   自然を満喫できる金剛山周辺や村内に点在する楠木正成に関する史跡等をよ

り多くの人が楽しめるよう道の駅や、交通網の整備を図る。 

   また、農林業等の事業者・団体と連携した農業体験を通じた観光開発や村民と

の協働による特産品のブランド化を推進し産業促進や地域活性化にもつなげる。 

    

⑥ 産業振興促進 

   本村全域において、製造の事業、農林水産物等販売業、旅館業又は情報通信産

業を新設又は増設した者に対し、過疎地域特別償却設備及び当該過疎地域特別償

却設備である家屋の敷地に対して固定資産税を免除し、産業振興を促進する。 

 

 

（３）地域における情報化 

 

   本村が地理的な制約を受けることなく活性化を図っていくためには、情報通信

技術（ＩＣＴ）の活用を積極的に進める必要がある。 

   しかし、高齢化が進む本村では、一足飛びのＩＣＴ化を推進するのではなく、

インターネットを利用した情報発信や産業の活性化、行政情報化を推進し、マイ

ナンバーカードの普及、行政手続きのオンライン化等住民サービスの向上と行政

事務の効率化を図る。 

   また、防災行政無線の適正管理や聞こえにくい音声伝達困難地域に戸別受信機

の設置を推進する等情報通信の充実を図る。 
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（４）交通施設の整備、交通手段の確保 

   

① 道路等の整備 

   村民の生活道路である村道の維持・改良、老朽化が進む橋梁の改修を計画的に

進める。また、交通の利便性や防災力を高める道路を積極的に整備し、広域的基

幹道路の整備の早期実現に向け、国や府に要望する。 

 

② 農道の整備 

   農道の整備及び老朽化した農道補修を推進する。 

 

③ 公共交通の維持・確保 

   村民の誰もが安心安全に外出できるよう、公共交通の運行を維持する等、交通

手段の確保に努める。 

 

 

（５）生活環境の整備 

  

① 上・下水道施設の整備 

   統合した大阪広域水道企業団と連携して安全で安定的な水道水の供給を図る。 

  また、下水道施節の整備及び適正な維持管理により、生活環境の向上及び良好な

水質保全を図る。 

 

② 環境負荷の軽減 

   資源の再利用等を推進し、ごみの搬出量の削減に努める。また、南河内環境事

業組合により適切なごみ処理に努めるとともに、ごみの減量化・リサイクルを推

進する。 

 

③ 防災・消防対策の推進 

   大規模災害に対応するためには、「自助・共助・公助」を基本として「住民と行

政の協働」によることが重要であり、地域の防災力を高めるため、広域的な相互

応援体制の整備、情報・通信体制の多重化やライフラインの確保、自主防災組織

の育成等を積極的に取り組む。 

   南河内地区の自治体と消防広域化について協議し、災害時の初動体制の強化や

大規模自然災害への迅速な対応ができる消防体制の強化を図るとともに、消防水

利施設等を計画的に整備する。 

   また、村民が安全で安心して暮らせるよう、防犯対策や交通安全対策等の環境

整備に努める。 
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（６）子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上及び増進 

 

① 子育て支援体制の充実 

   子どもを安心して生み、育てることのできる環境整備のため、集中した施策を

展開し、地域社会全体で子育てを支える仕組みの構築をめざす。 

 

② 高齢者福祉の推進 

   高齢者の充実した生活環境の向上に努めるとともに、総合相談体制を充実し、

関係機関と連携を密にしながら認知症予防や権利擁護等を推進する。また、地域

の実情に応じた体制整備を図り、安心して暮らせる地域包括ケアシステムの構築

に努める。 

 

③ 障がい者福祉の推進 

   「障がい者計画」、「障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」に基づき、障がい

の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会を実現し障がい(児)者の地域生活を支援するため、関係機関の相互

連携を強化し、障がい福祉サービスの提供体制をより一層推進することにより、

障がい(児)者の自立・社会参加の促進を図る。 

 

④ 保健衛生の充実 

   村民が安心して暮らしていくために、生活習慣病予防やがんの早期発見・治療、

保健事業の推進と保健医療活動に取り組む。 

   また、地域における健康づくり活動や生きがいづくり支援を行い、広く村民の

健康増進に努める。 

 

 

（７）医療の確保 

 

   村民が安心して医療を受けることができるよう、医師の確保や訪問診療等地域

における持続可能な医療体制を整備する。国民健康保険直営診療所においては、

経営の健全化に取り組むとともに、適時適切な医療サービスの提供に努める。 

   また、救急医療については、広域で南河内圏域救急医療体制を整備し、その充

実を図る。 
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（８）教育の振興 

① 生涯学習の充実 

   村民が生涯にわたって学習できる環境づくりを行うため、図書室の充実はもと

より、村民の文化活動の育成、スポーツ施設の有効活用による生涯スポーツの振

興、健康づくりや生きがいづくり等、はつらつとした村民生活を支援する。 

 

② 教育の振興 

   学校教育においては、教育内容の充実と施設整備を進め、児童・生徒の教育環

境を充実させる。本村の環境にふさわしく、子どもたちが学びやすい教育基盤の

整備を検討するとともに、小・中学校連携の推進や学校給食における特色ある食

育の推進等本村独自の教育施策を打ち出す。また、ＩＣＴ教育では、ＧＩＧＡス

クール構想のもと、「学校教育情報化推進計画」により、学校教育の情報化を様々

な視点から推進する。 

 

 

（９）集落の整備 

 

   ここ数年、人口減少や少子高齢化が進展している中、若者の流出が顕著に見ら

れ、集落機能の低下が課題となりつつある。 

   集落機能の維持を図るためには、各集落の公益的機能や地域コミュニティ維持

のため、支えあいの仕組みを基軸とした地域づくりとあわせて、集落間の連携も

含めた地域づくりに取り組むとともに、地域の実情に即した集落支援や整備、機

能の強化を図る。 

 

 

（10）地域文化の振興等 

 

   本村特有の伝統文化や歴史を再認識し、これらの保存や活用により教育、文化

の振興を図る。 

   また、本村の伝統文化や歴史に触れることができる文化施設の充実に努めると

ともに、他自治体との交流や民間交流等、交流活動が容易となる環境づくりに努

める。 
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（11）再生可能エネルギーの利用の推進 

 

   太陽光、水力、バイオマス等の自然界に存在し、永続的に利用できる再生可能

エネルギーの利用を大阪府と連携して村民や事業者等に啓発を行う。 

   また、「地球温暖化対策実行計画(事務事業編)」により、庁内の事務・事業にお

いて温室効果ガスの排出削減目標を設定し、地球温暖化等の環境問題に取り組む。 

 

 

（12）その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

 

① 効率的な行財政運営 

   効率的な行財政運営を行うため、周辺自治体と連携を一層強化し、事務の共同

処理や施設の共同利用、政策連携を積極的に図る等、効果的・効率的な広域（行

政）連携を推進する。 

 

② 村民との協働によるむらづくりの推進 

   村民・地域団体・事業者・行政との役割分担を明確にし、自主的な地域づくり

の推進活動を支援する。また、タウンミーティングやパブリックコメントの実施

等村民がむらづくりに参加しやすい環境づくりに努める。 

   

③ 新庁舎建設事業 

村民に質の高い行政サービスを提供するために、災害時の防災拠点として役割

を合わせもつ役場庁舎の整備を推進する。 

 

 

５ 地域の持続的発展のための基本目標 

 

   本計画において、令和７年度末における目標として、社人研推計では、4,287

人（国勢調査）となる見込みであるところを、4,805 人（住民基本台帳）で維持

することをめざす。 

 

目 標 
基準値 

（令和３年３月 31日） 

目標値 

（令和８年３月 31日） 

住民基本台帳人口 5,064 人 4,805 人 
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６ 計画の達成状況の評価に関する事項 

 

   村では協働によるむらづくりを基本としながら、施策区分ごとに重要業績評価

指標(ＫＰＩ)を設定する。また、毎年度、「ＰＤＣＡサイクル」により各事業内容

を適正に進行管理し、その成果を内部評価により継続的に評価し、計画期間終了

後に全体の達成状況を公表する。 

 

 

７ 計画期間 

 

   計画期間は、令和３年４月１日から令和８年３月 31日までの５年間とする。 

   ただし、今後、国の動向や社会情勢の変化等に的確に対応するため、必要に応

じ柔軟に見直す。 

 

 

８ 公共施設等総合管理計画との整合 

 

   本村では、昭和 30 年代半ば頃から庁舎や学校をはじめとする公共建築物を整

備してきたが、それらの多くが耐震性や設備の老朽化等、様々な課題を抱えてい

る。道路、橋りょう、下水道等のインフラ系公共施設についても老朽化が進展し、

今後、更新費の増大による財政への影響が懸念される。 

   このような中、「公共施設等総合管理計画」では、既存の公共施設等については

予防保全による長寿命化を推進し、施設の老朽化や厳しい財政状況に対応してい

く。また、新たなニーズに対応するための再整備にあたっては、可能な限り、既

存建築物系公共施設の機能転換や複合化により、公共施設等の総量を増やさず現

在の資産を有効に活用することを検討する。 

   施設の運営については、指定管理者制度等民間活力の活用を推進し、施設の更

新、維持管理運営における公民連携を図り、財政負担の軽減を効果的、効率的な

サービスの提供に努める。また府や近隣自治体との広域連携を一層進め、広域的

な視点から必要な公共施設等の保有量を検討することを基本的な考え方として

いる。 

   本計画においても、上記方針に則った施設等の整備を促進する。 
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第２章 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

 

（１）現状と課題 

 

① 移住・定住の促進 

   本村では少子高齢化が進み、若年層の地域離れに拍車がかかり、地域コミュニ

ティの衰退が懸念される。その対策として子育て支援サービスの充実や移住・定

住支援として住宅取得等補助事業や空き家を活用した定住促進補助事業を展開

し、環境整備を推進してきたことから、一定の移住者を獲得できたが、20歳代か

ら30歳代といった若年層の転出超過に歯止めがかかっていないのが現状であり、

移住者の獲得はもとより、長く住んでもらうための定住促進に向けた取組が必要

となっている。 

 

② 地域間交流 

   本村は、大阪の屋根と呼ばれている金剛山を有し、日本全国から年間多くの登

山客が訪れるほか、また南北朝時代に活躍した楠木正成誕生の地や道の駅「ちは

やあかさか」等、多くの地域資源を活かした地域間交流を図っている。 

   今後、さらに人口減少が懸念される中、観光等による交流人口の増加以外にも、

ふるさと応援寄附金事業を活用して村の魅力のＰＲや村のファン作り、地域・団

体主体で取り組むイベントへの支援や近隣自治体との連携を通じ、多くの人が交

流する機会の創出に取り組み、豊かな自然や歴史・文化を有する本村の魅力を再

発見する機会づくりや地域活性化にも期待されるため、活発な交流をめざすこと

が求められる。 

 

③ 人材育成 

   人口減少や高齢化の進展が著しい本村において、産業や地域活動を支える担い

手の不足等の課題が生じている。本村の地域力を次世代に受け継いでいくために

は、むらづくりを担う人材の育成が不可欠であり、若者の移住や定住を推進し、

さらには地域や地域の人々と多様に係わる「関係人口」や団体を増加させる取組

が必要となっている。 

 

 

（２）その対策 

 

①  移住・定住の促進 

   本村では子育て世帯のＵＩＪターンや定住につなげるため、新築一戸建て住宅

を取得する費用助成や、近年増加傾向にある空き家を民間事業者と連携し、移住

希望者の住まいとして活用し、空き家の改修に係る費用を補助する等、環境整備
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を推進する。 

   今後も、本村のホームページ等で村の魅力や必要な情報を発信するとともに、

村内における住まいの確保、生活しやすい環境づくりに取り組むことで定住を促

進する。 

 

② 地域間交流 

   人口減少による産業の停滞を解決する手段として、観光振興を基点に交流人口

の拡大や地域振興を図る。そのため、観光資源でもある自然環境に恵まれた金剛

山を中心に、農産物や特産品等の本村特有の物産販売並びに観光等情報発信を担

う道の駅「ちはやあかさか」の充実、そして、こうした施設を活かすためのソフ

ト事業を展開する。 

   また、「楠公さん」大河ドラマ誘致活動等による交流人口の増加や文化財の活

用等、他自治体と連携し、地域間交流を図る。 

   さらに、ＳＮＳを活用した地域情報、地域資源、交流イベント情報を多方面に

発信するとともに、ふるさと応援寄附金事業を充実させ、村応援団を確保し、新

たな地域活動の担い手候補ともなる関係人口の確保やＵＩＪターンの促進を図

る。 

 

③ 人材育成 

   積極的な地域づくりと集落の活性化のため、地域おこし協力隊を配置し、定住・

定着を図り、地域力の維持・強化につなげる。そして、地域おこし協力隊員が産

業振興や地域づくり活動等、様々なアプローチを行うことにより、新たな人材の

獲得や育成、活動団体の組成につなげ、活気あるむらづくりに取り組む。 

   また、集落支援員や地域活性化起業人等のあらたな地域活動や産業、特産品づ

くりの担い手となる専門人材を活用する。 

 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

社会増減がゼロ以上 

（転入者数≧転出者数） 
▲14人 ±0人  

ふるさと応援寄附金件

数（年間） 
773件 850件 基準値の 10％増 

地域おこし協力隊員数 ０人 ５人 累計人数 
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（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

１ 移住・定

住・地域間交流 

の促進、人材育

成 

(4)過疎地域持続的

発展特別事業 

定住促進空き家改修補助事業 

 空き家購入者への改修補助等 
千早赤阪村 

住宅取得費用補助事業 

 村内への転入者等が新たに住宅を購入及び建設す

る費用を助成 

千早赤阪村 

ふるさと応援寄附金事業 

 村のプロモーション、ポータルサイトの業務委託等 
千早赤阪村 

地域おこし協力隊事業 

 地域おこし協力隊の受け入れ、地域活性化 

千早赤阪村 

民間事業者 

集落支援員事業 

 集落支援員の受け入れ、地域活性化の検討 
千早赤阪村 

地域活性化起業人事業 

 地域活性化起業人の受け入れ、地域活性化 

千早赤阪村 

民間事業者 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「移住・定住・地域間交流の促進、人材育成」区分における公共施設等の整備

や維持・管理については、各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施

設等総合管理計画に定める基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第３章 産業の振興 

 

（１）現状と課題 

 

① 農業 

   本村は古くから林業とともに、農業を基幹産業としてきた。 

   温州ミカンや水稲、ナス等を主体に営農されているが、営農基盤は弱く、農家

数、農業従事者数、経営面積ともに減少が進んでいる。農家の多くは兼業農家で

あり、近年は、農業従事者の高齢化、後継者不足等により、放任園、耕作放棄地

の増加や有害鳥獣被害がみられ、農家の多くは規模が縮小傾向にある。 

   こうした中、農業の振興を図るため農用地の有効利用、さらには後継者づくり

対策等を実施し、地域に対応した農業施策の推進、農業経営の安定化や耕作放棄

地の解消等に努める必要がある。 

 

② 林業 

   本村の総面積の８割を森林面積が占め、古くから河内林業地帯として良質の木

材産出地であり、林道・作業道の整備が行われる等、山林の維持管理がなされて

きた。 

   しかし、近年の林業は、国産材離れ等により低迷が続き、採算性の低下、林業

従事者の減少、高齢化による担い手不足等により極めて厳しい状況にあり、主伐

時における収入も減少しており、国庫補助事業等を利用しなければ持続的森林経

営の維持が難しい状況にある。 

   また、山林の管理が不十分で保水機能の低下や、下流部への治水等公益的機能

の低下が危惧されるところである。こうした中、森林環境譲与税を活用し、「おお

さか河内材」の利用拡大や、間伐の促進等健全な森林の維持、持続可能な林業経

営を図る必要がある。 

 

③ 企業誘致 

   村内唯一の準工業地域となっている二河原辺・水分地区については、企業誘致

や既存企業の村外への流出抑制を図るため、用地を拡大としたが、さらなる企業

誘致をめざすためには、引き続き用地の確保が求められている。 

さらに企業誘致を進めるため土地利用制度の弾力的な運用のほか、起業・創業

施策や雇用施策等のソフト面での連携が必要である。 

 

④ 商業 

   本村には、食料品等の生活必需品を中心に販売規模の小さな小売店舗が数店舗

あった。しかし、大規模店舗の郊外立地等により、閉店を余儀なくされた店舗も

多い。 
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   今後は、消費者の動向を踏まえ、地域の特色のある新たな商品の開発・販売、

地域に密着した小規模店舗の誘致や村民が身近に買い物ができる体制整備等消

費者ニーズに対応した方策が必要である。 

 

⑤ 観光 

   本村は、南北朝時代に活躍した名将・楠木正成の生誕地やゆかりのある史跡等

多くの歴史資源、また大阪府最高点の金剛山を有し、自然、文化、歴史等様々な

地域資源が存在し、多くの人々が観光に訪れている。 

   しかしながら、楠木正成に関する史跡等地域資源が点在しているため、滞在時

間が短い観光となっている。今後、個性化・多様化する観光ニーズの変化に対応

していくため、こうした点在する地域資源を連携させ、特色ある観光ルート等、

観光振興の取組が必要である。 

 

 

（２）その対策 

 

①  農業 

   地域農業を担う意欲的な、新たな農業従事者や企業の参入を促進する。また、

大阪府、他自治体や農業協同組合等と連携して、営農指導体制を強化しつつ、営

農法人や企業参入といった多様な担い手の確保をめざす。 

   また、農地パトロールによる耕作放棄地の把握、農地中間管理事業による担い

手への農地の集積・集約化と耕作放棄地の発生防止・解消に努める。さらに原材

料支給、基盤整備、農業経営の安定化に向けたビニールハウス栽培促進事業等の

補助制度、有害鳥獣対策の補助事業の拡充や鳥獣被害対策実施隊への支援により、

農地の保全管理を促進する。 

   さらに、本村の農業が将来に向けて安定的に経営され、維持・発展していくた

めにも、ほ場整備等の基盤整備に取り組む。 

 

② 林業 

   地域の豊富な森林資源を効率的かつ低コストで活用するため、林道や作業道の

整備を促進し、林業基盤の整備を図るとともに、除伐、枝打ち、間伐等の施業を

計画的に促進し森林の適正管理及び付加価値の高い大径木の生産に努める。こう

した取組によって、国土の保全、水源のかん養といった森林が有する公益的機能

が発揮できるようにする。また、アドプトフォレスト等の手法を活用し、美しい

森林の保全を進める。 

   森林環境譲与税を活用し、「おおさか河内材」を利用した木製品を出産祝いと

して贈呈する等、子どもの頃から木材に触れ合う機会を設けるとともに、間伐や

林道の整備等にかかる経費を補助する等、持続可能な林業をめざす。 

   間伐や「おおさか河内材」のブランド化等を促進し、多様化する市場や消費者



千早赤阪村過疎地域持続的発展計画 

 

23 

ニーズに対応するための新商品の開発や付加価値化等新たな販売戦略を展開す

るとともに、他自治体や関係団体と連携を図り、効率的な流通システムや低コス

ト化をめざした施設等の基盤整備を進める。 

 

③ 企業誘致 

   企業が進出しやすい環境を整えるため、土地所有者の意向を踏まえ産業用地を

確保することはもとより、商業施策や雇用施策と連携しつつ税等の優遇措置によ

り積極的な企業誘致支援を行い、関係機関や村民等との連携・協力や情報収集、

情報発信に努める等、村と村民が一体となった企業誘致を推進する。 

   また、空き家等を活用したサテライトオフィスの誘致等により、本村の自然環

境や歴史・文化といった魅力を身近に味わうことができる新たな働く場の創出を

検討する。 

 

④ 商業 

   商工会や他自治体と連携し起業・創業に関する支援策を整備するとともに、国

（日本政策金融公庫）及び府の融資制度の紹介等地域経済の活性化を推進する。 

   また、農林業や観光等と連携し、農産物や木材等の地域資源を活かした商業振

興を進める。 

 

⑤ 観光 

   点在する観光スポットをルート化するとともに、楠木正成に関連する史跡等を

有する自治体と連携しながら、広域的観光ルートの設定や観光宣伝、イベントの

実施等、より効果的な観光振興を図り、観光客の回遊性と滞留時間の増加を促す。 

   また、農林業をはじめ他の産業とも連携し、農業体験を通じた観光ＰＲを進め

る。さらに、地産品等を村民との協働により本村の特産品としてブランド化を図

り、道の駅等、村内外に向けた販売・提供を含めた観光情報発信の機能を強化す

る仕組みづくりや地域活性化・交流拠点整備の検討を進める。 

   さらに、おもてなしの観光まちづくりを進めるため、景観美観の向上や案内板

の整備、観光地施設の整備等を進め周辺地域の一層の活性化を図る。 

   なお、整備においては自然環境の保護・保全に配慮するとともに、より多くの

人が楽しめるようユニバーサルデザインに配慮する。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

営農法人数 ２法人 ３法人  

有害鳥獣駆除数 

(年間) 
72頭 120頭 基準値の 60％増 
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森林間伐面積(年間) 53.53ha 53ha 基準値の維持 

地方税課税免除制度を

活用した企業誘致・設備

投資件数 

０件 １件  

創業支援受講者による

新規創業者数 
０人 ４人  

新規特産品数 ０品 ４品  

村観光協会会員数 17件 21件 基準値の 20％増 

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

２ 産業の振

興 

(5)企業誘致 企業誘致事業 

企業誘致の優遇措置 
千早赤阪村 

 (9)観光又はレクリ

エーション 

景観向上整備事業 

 景観美観向上及び案内板の整備 
千早赤阪村 

 地域活性化・交流拠点整備事業 

 地域活性化・交流拠点整備の検討 

千早赤阪村 

民間事業者 

 (10)過疎地域持続

的発展特別事業 

農業次世代人材投資事業 

就農の安定化のための給付金助成 
千早赤阪村 

農作物被害防止対策事業 

電気柵、ワイヤメッシュ等の材料費を補助 
千早赤阪村 

農業用施設整備事業 

農業用施設整備事業に係る原材料費を補助 
千早赤阪村 

農の活性化プロジェクト 

いちごの楽園プロジェクト 

千早赤阪村 

民間事業者 

農産物直売所活性化事業 

 農産物直売所運営に対する補助 
千早赤阪村 

  営農促進事業 

遊休農地で耕作を始める人に対し、草刈委託費を補

助 

千早赤阪村 

  ビニールハウス栽培促進事業 

 ビニールハウスの材料費を補助 
千早赤阪村 
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  森林整備地域活動計画作成事業 

森林経営計画作成に対する補助 
千早赤阪村 

森林環境保全整備事業 

森林整備に対する補助 
千早赤阪村 

  間伐材搬出事業 

間伐材搬出に対する補助 
千早赤阪村 

  条件不利森林間伐事業 

条件不利森林における適正な密度管理のための切

捨間伐材等に対する補助 

千早赤阪村 

林業用施設等整備事業 

林道の補修・整備に係る費用を補助 
千早赤阪村 

森林経営管理制度事業 

森林の経営管理 
千早赤阪村 

特産物育成事業 

 新規産物の特産化に係る導入・育成・6次化支援 
千早赤阪村 

創業支援事業 

 村内で起業・店舗開業する事業者への支援 

千早赤阪村 

商工会 

奥河内観光事業 

河内長野市との連携による広域観光の推進 

千早赤阪村 

河内長野市 

 

（４）産業振興促進事項 

 

①  産業振興促進区域及び振興すべき業種 

 

産業振興区域 業 種 計画期間 備考 

村内全域 製造業、旅館業、農

林水産物等販売業、

情報サービス業等 

令和３年９月 17日 

～令和９年３月 31日 

 

 

② 当該業種の振興を促進するために行う事業の内容 

   上記「第３章 産業の振興（２）、（３）」に記載した内容とおり。 

   なお、減価償却の特例や地方税の課税免除の対象となる事業について、大阪府

や近隣自治体、関係団体と連携し、情報収集に努めるとともに、積極的に周知を

行い、制度の活用の促進を図る。 

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

   「産業の振興」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、各施

設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める基本

方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第４章 地域における情報化 

 

（１）現状と課題 

 

  ① 防災無線 

   平成 24 年度に設置した災害発生時等に無線にて村内全域に発信できる防災行

政無線の更新、音達不通地域では戸別受信機を設置する等、防災をはじめとする

行政情報の提供に努め、引き続き施設の維持、活用を図る必要がある。 

 

②  デジタル技術活用 

   インターネットやスマートフォンの普及、地上デジタルテレビ放送等、急速に

高度情報化が進んでいる。本村では、ホームページによる情報発信、総合行政ネ

ットワーク（ＬＧＷＡＮ）や各種電算システムの導入による住民サービスの向上

や行政事務の効率化等を図ってきた。 

   今後、ＩＣＴ社会に対応した人材の育成、マイナンバーカード、キャッシュレ

ス決済等の新しい技術を活用した行政サービスの向上、地域産業や住民活動の情

報化による活性化等への対応が課題となる。 

 

 

（２）その対策 

 

① 防災無線 

   危機管理における情報システムの整備についても、緊急時や災害時に迅速に対

応できるよう、既に整備を進めている防災行政無線の施設等の更新、活用・充実

を図り、災害に強いむらづくりを推進する。 

   情報通信環境の充実については、国や府、民間通信事業者との連携のもと、拡

充やサービスの質的向上に努める。 

 

② デジタル技術活用 

   過疎地域における情報通信基盤の整備は、地理的不利性からくる時間距離の制

約や非効率等の問題を克服し、日常生活はもとより産業面、教育面、保健医療面

等、様々な分野で変革をもたらす。先端技術の利活用は新たな可能性を切り開く

手段として期待されているため、今後の取組として検討する。 

   行政の情報化については、魅力的なホームページの作成やＳＮＳ等新たな媒体

の構築、電子申請や業務システム等電子自治体の構築を進め、積極的な情報の発

信、村民の利便性が向上するサービス提供、業務の効率化に努める。 
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目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

マイナンバーカードを

利用した電子申請手続

数 

０件 27件  

電子申請システム導入

数 
０件 ２件  

広報手段の増加 ２件 ３件 
ＳＮＳを活用した

広報手段 

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

３ 地域にお

ける情報化 

(1)電気通信施設等

情報化のための施

設 

防災行政無線設備改良事業 

 防災行政無線施設の機器更新等 
千早赤阪村 

防災行政無線戸別受信機購入・設置事業 

 戸別受信機等の購入・設置 
千早赤阪村 

 (2)過疎地域持続的

発展特別事業 

広報戦略推進事業 

 広報紙、ホームページ、SNS を活用した情報発信の

実施 

千早赤阪村 

行政手続オンライン化事業 

 電子申請の導入 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「地域における情報化」区分における公共施設等の整備や維持・管理について

は、各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定

める基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第５章 交通施設の整備、交通手段の確保 

 

（１）現状と課題 

 

① 道路 

   本村には、国道 309号、府道６路線が整備され、これらと有機的に連絡して村

道 152路線が整備されている。 

   国道 309号は、村北部から南東部にかけて広域幹線道路網としての役割を担っ

ており、平成 30 年３月に河南赤阪バイパス第２期区間が開通したが、引き続き、

未整備の部分もあり早急な工事が必要である。 

   また、府道６路線は、整備されてから長期間が経過しているとともに、急カー

ブや狭隘部分が多く、大型車両のすれ違い通行に支障がある。安全な通学路の確

保、災害時における交通網の確保、老朽化対策や交通量の増加等に対応した道路

改良、歩道設置等といった改良等の整備が急務となっている。 

   一方、村道は、村民からの要望や社会状況の変化により拡幅を求められている

路線が多い。このため「道路整備計画」を定め、計画的に改修整備を進めている。

橋梁についても「長寿命化計画」を定め、取り組んでいるが、その整備には多額

の事業費が必要であり、倒壊等有事の際には、救援作業等が遅れる可能性もある。

インフラ整備については、早急に対策を講じる必要がある。 

 

② 農道 

農業従事者の高齢化や農道の老朽化が進み、農作物の生産性が減少傾向にある。

農業の振興のためには、農道の整備や改良が不可欠となっている。 

 

③ 公共交通  

   本村の公共交通は、金剛バス、南海バスがそれぞれ近鉄富田林駅、南海・近鉄

河内長野駅を発着して運行しており、通勤・通学をはじめとする日常生活に欠か

せない役割を担っている。しかし、民間の定期路線バスは、自家用車の増加と人

口の減少によって利用者の減少が続き便数も減少している。また、村内には路線

バスの空白地域もあることから、超高齢社会の中、地域の実情に対応した持続可

能な公共交通体系を村民と協働で構築することが必要である。 

 

 

（２）その対策 

 

① 道路 

   広域交流を促進し、地域の活性化を図るため、引き続き、国道 309号河南赤阪

バイパス整備工事の早期実現を図るため関係団体等と連携した取組を進める。 
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   村内の中央部から金剛山の麓までの府道富田林五条線をはじめ、府道６路線に

ついては、老朽化への対応、道路通行の安全確保や緊急時の緊急交通路の確保等

のため早急な改良等を府に要望する。 

   村道については、村民の安全な交通の確保、快適な交通環境をめざすとともに、

消防・救急の円滑性を確保するため積極的に整備を進める。また、橋梁について

も安全性や緊急性を考慮し、計画的に整備を進める。 

 

② 農道 

農道は農作物の流通機能の促進を図ることはもちろんのこと、農地と集落を結

ぶ生活道としての機能も有していることから、農道の整備及び老朽化した農道補

修を推進する。 

 

③ 公共交通 

   令和５年 12 月に金剛バスが廃止され、富田林市、太子町、河南町及び千早赤

阪村地域公共交通活性協議会及び本村による新たなコミュニティバスの運行を

開始した。 

   引き続き誰でも利用でき、持続可能な公共交通として、バス運行の便数や路線

維持等、日常的な移動のための地域公共交通の確保に努めるとともに、キャッシ

ュレス決済の導入等、村民や利用者の利便性を向上させ、公共交通の利用促進を

図る。 

   また、公共交通空白地域についても、交通事業者、村民等地域の協力を得て、

地域公共交通の維持を図る。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

道路改良率 57.5％ 58.5％ 基準値から１％増 

緊急交通路の橋梁の耐

震化率 
50％ 75％ 基準値から 25％増 

村内の公共交通機関路

線延長 
L=22.7㎞ L=22.7㎞ 基準値の維持 

 

（３）事業計画 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

４ 交通施設

の整備、交通

手段の確保 

(1)市町村道 

 

村道橋梁整備事業 

村道、橋梁の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

道路 
村道水分森屋線         （設計） 

Ｌ＝300ｍ 
千早赤阪村 
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村道水分森屋線         （改良） 

Ｌ＝300ｍ  
千早赤阪村 

村道小吹台北５号線外３路線   （舗装） 

Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台南７号線外３路線   （舗装） 

Ｌ＝900ｍ 
千早赤阪村 

 村道小吹台北線外３路線     （舗装） 

Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

  村道小吹台北 11号線外２路線  （舗装） 

Ｌ＝700ｍ 
千早赤阪村 

  村道小吹台東３号線外３路線   （舗装） 

Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台学校１号線外３路線  （舗装） 

Ｌ＝700ｍ 
千早赤阪村 

村道学校上東阪線        （改良） 

Ｌ＝200ｍ 拡幅工事 
千早赤阪村 

  村道橋梁整備事業 

村道、橋梁の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

 

 

橋梁 桐山時田橋           （設計） 

 
千早赤阪村 

 

 

桐山時田橋           （補修） 

 
千早赤阪村 

  桐山大橋            （設計） 

 
千早赤阪村 

  桐山大橋            （補修） 

 
千早赤阪村 

 (2) 農道 農道整備事業 

 農道の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

 (9)過疎地域持続的発

展特別事業 

地域公共交通事業 

タクシー・バス利用料の助成 
千早赤阪村 

  地域公共交通事業 

 地域公共交通計画の策定・実施 

千早赤阪村 

交通協議会 

  路線バス等キャッシュレス化システム整備事業 

 スマートフォンアプリによる定期券の導入 

千早赤阪村 

広域協議会 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「交通施設の整備、交通手段の確保」区分における公共施設等の整備や維持・

管理については、各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総

合管理計画に定める基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第６章 生活環境の整備 

 

（１）現状と課題 

 

① 上水道施設 

   本村の水道事業は、業務の効率化、サービス水準の維持・向上及び非常時の対

応を図るため、平成 29 年に大阪広域水道企業団と統合した。今後は、施設の老

朽化に伴う更新事業費の増大や、人口減少に伴う収益の低下、今後発生が見込ま

れる南海トラフ巨大地震等の災害への対応を大阪広域水道企業団と連携して取

り組む必要がある。 

 

② 下水道施設 

   本村の下水道事業は、平成５年度から事業に着手し、令和２年度末での整備面

積 207.37ha、整備率 55.9％、普及率 78.7％、水洗化率 85.6％となっている。ま

た、下水道計画区域以外については、浄化槽設置補助事業を実施しており、令和

２年度末で約 45％の整備率である。 

   下水道事業は、処理場及び管路更新整備に多額の資本投資が必要で、その財源

の多くは地方債で賄っており、その償還の大部分は一般会計からの繰入れに頼ら

ざるを得ない状況である。 

   今後、人口減少による料金収入の減少や施設の老朽化に伴う更新投資の増大等

厳しさを増す経営環境の中、不断の経営健全化の取組が求められる。そのような

中、これからの下水道整備は、経営状況を踏まえつつ、効率的な事業推進が必要

である。また、浄化槽整備については生活排水環境改善のため、さらに普及でき

る取組が必要である。 

 

③ 廃棄物処理 

   本村で１年間に排出される廃棄物の量は令和２年度は約 1,691ｔで、これらの

廃棄物は、３市２町１村で構成する南河内環境事業組合で共同処理している。 

   南河内環境事業組合の施設については、昭和 57 年に建設され、39 年経過して

おり、今後、令和４年度から３ヵ年で計画的に施設を整備していくため、多額の

負担が必要と予想される。また、し尿処理についても南河内環境事業組合におい

て共同処理しており、下水道の普及により収集・処理量とも減少傾向であるが、

今後も浄化槽汚泥、汲み取りし尿が発生することから、計画的な施設管理が必要

である。 

   シール制の導入や、缶、瓶、ペットボトル等の分別収集が村民の協力のもと行

われており、新聞紙やダンボール等のリサイクル活動の再資源化は、各種団体を

中心に実施されている。その結果、廃棄物の量は減少しつつあり、今後も引き続

き、生活環境の保全に向けた減量化・再資源化に対する住民意識の一層の高揚を
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図る必要がある。しかしその一方で、廃棄物等の不法投棄は後をたたず、自然環

境及び景観上、問題となっている。 

 

④ 消防・防災 

   中山間地域に位置している本村においては、地すべり等の自然災害の防止が重

要である。現在急傾斜地崩壊危険箇所は、府事業により順次、防災対策が実施さ

れており、今後とも地すべり等を未然に防ぐため、危険箇所の整備を進めていく

必要がある。 

   災害等の村民への情報伝達については、平成 24 年度に災害発生時等に無線に

て村内全域に発信できる防災行政無線の設置、音達不通地域では戸別受信機を設

置し、防災をはじめとする行政情報の提供に努めており、引き続き施設の維持、

活用、更新を図る必要がある。 

   常備消防体制については、現在、事務委託している富田林市消防本部に１署３

分署が設置され、本村に千早赤阪分署を設置している。千早赤阪分署には消防タ

ンク車１台、消防小型動力ポンプ車１台、高規格救急車１台を配備しているが、

消防救急無線のデジタル化をはじめ、通信指令システム等の整備や車両及び資機

材の老朽化に伴い、計画的な更新が必要となっている。 

   また、消防団は、７分団あり、本団に指令車１台、分団に消防ポンプ車１台、

消防小型動カポンプ積載車 13 台を配備している。また、普通消火栓 232 基、防

火水槽 18 基が整備されている。近年の出火件数はほぼ横ばいであるが、中山間

地域という地理的条件から消防水利の確保が課題であり、そのための設備や施設

整備が求められる。 

   村民誰もが安全で安心して暮らせるよう、防災に取り組む民間事業者等との協

定締結数の増加や「地域防災計画」に基づき村民と行政が一体となって平時から

防災に取り組み、災害に強いむらづくりに努めていく必要がある。 

 

 

（２）その対策 

 

① 上水道施設 

   将来にわたり安心、安全な水道水を安定的に供給するため、大阪広域水道企業

団による効率的な水道施設の更新、適正な維持管理、資金の確保等適正な水道事

業運営を図る。なお、事業運営の経費に対して、本村から繰出しを行うことによ

り、住民負担の軽減を図る。 

 

② 下水道施設 

   自然環境や生活環境を保全するため、下水道未整備地域については、経営環境

を踏まえ、整備を進めるとともに既存施設の適正な維持管理に努める。また、下

水道計画区域外については、生活環境改善のため、個人が行う浄化槽の設置費用
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を一部助成する浄化槽設置補助事業を引き続き実施し、水洗化を図る。 

 

③ 廃棄物処理 

   廃棄物処理については、南河内環境事業組合での適正な処理と、広域的な廃棄

物抑制に向けた再資源化について取り組む。 

   また、分別収集を徹底するとともに、村民・地域団体・事業者・行政が一体と

なってごみの発生を抑制する「リデュース（Reduce）」、物を繰り返し再利用する

「リユース（Reuse）」、ごみになるものを持ち込まない「リフューズ(Refuse)」、

資源として再生する「リサイクル（Recycle）」の４Ｒに取り組み、再資源化をさ

らに進め、環境負荷の少ない資源循環型社会の構築をめざす。 

   不法投棄防止の啓発看板やパトロール等により環境保全に努める。 

 

④ 消防・防災 

   がけ崩れや地すべり等、土砂災害の防止・軽減に資するため、危険箇所の適切

な把握に努め、土砂災害防止施設の整備を図るよう府に積極的に要望する。また

災害から村民の生命、身体及び財産を守るため、土砂災害特別警戒区域内の既存

家屋の除却や移転、補強や住宅耐震に対する補助制度により、安心、安全な暮ら

しを確保する。 

   常備消防体制については、大阪南消防組合の一員として、緊急時や災害時に迅

速に対応できる消防体制の強化を図り通信指令システム等の整備や車両及び資

機材の整備を進める。また、既に整備を進めている防災行政無線の施設等の更新、

維持、活用を図り、災害に強いむらづくりを推進する。 

   消防自動車をはじめとする車両や資機材等は、経年劣化による老朽化に伴い、

更新計画を立て、この計画に基づき更新事業を実施する。さらに、これらの施設

等を支障なく有効に活用するために維持管理を図る。 

   また、消火活動の環境整備のため、消防水利の確保が必要であり、防火水槽や

消火栓等の施設整備を図る。 

   村民と行政が一体となって平時から防災に取り組むため、地域が主体となる自

主防災組織の育成を推進し、避難所及び備蓄倉庫等の整備や災害時の備蓄品や資

機材の確保等、災害に強いむらづくりに取り組む。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

水洗化率 85.6％ 85.7％ 下水道 

浄化槽整備率 45.4％ 53.0％ 合併浄化槽 

下水道普及率 78.7％ 79.5％  
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廃棄物総排出量 

（年間) 
1,691ｔ 1,630t 基準値の 3.6％減 

有価物回収量 

（年間） 
256.6t  268.9ｔ 基準値の 4.8％増 

自主防災組織の結成数 10件 13件 
全ての地区・自治会

で結成 

災害協定の締結件数 ３件 ８件  

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

５ 生活環境

の整備 

(1)水道施設 

上水道 

大阪広域水道企業団負担金 

 

千早赤阪村 

企業団 

(2)下水処理施設等 

公共下水道 

 

 

 

その他 

下水道整備工事  

水分・吉年地区 
千早赤阪村 

マンホールポンプ改築更新工事 

 森屋、水分、川野辺、東阪、小吹地内 
千早赤阪村 

流域下水道建設費負担金 

 
千早赤阪村 

公共下水道維持管理事業 

 小吹台地区 
千早赤阪村 

浄化槽設置整備事業 

 浄化槽の設置費用等を補助 
千早赤阪村 

(3)廃棄物処理施設 

ごみ処理施設 

 

し尿処理施設 

南河内環境事業組合負担金 

 
千早赤阪村 

南河内環境事業組合負担金 

 
千早赤阪村 

(5)消防施設 消防団消防車両・資機材整備事業 

 軽自動車消防小型ポンプ積載車ほか 
千早赤阪村 

消防用水利整備事業 

 耐震性貯水槽設置 
千早赤阪村 

備蓄倉庫等整備事業 

災害時の備蓄倉庫等の整備、備蓄品及び資機材の購

入 

千早赤阪村 

(7)過疎地域持続的

発展特別事業 

建築物耐震化事業 

 耐震診断、設計改修及び除却費用の一部助成 
千早赤阪村 
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 合併処理浄化槽維持管理費等補助事業 

 合併処理浄化槽の維持管理経費を助成 
千早赤阪村 

  有価物集団回収支援事業 

 古紙古布のリサイクルにおける地域の集団回収事

業補助  

千早赤阪村 

自主防災組織結成支援事業 

自主防災組織育成の資機材等の助成 
千早赤阪村 

がけ地近接等危険住宅移転補助事業 

 危険住宅の除却・移転に伴う新規住宅建設経費の一

部助成 

千早赤阪村 

  既存不適格住宅補強事業 

土砂災害特別警戒区域内における既存不適格住宅

の補強設計・工事費用の一部助成 

千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「生活環境の整備」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、

各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める

基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第７章 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

 

（１）現状と課題 

 

① 児童福祉 

   本村は、高齢化とともに少子化も進展しており、人口対策はもとより子どもを

安心して生み育てられる環境づくりと子育てへの支援は、重要な課題である。 

   こうした中、子育て支援として、妊婦から出産までは妊婦健診全額相当の助成

等、新生児から幼児までは子育て拠点の開設や子育て応援出産お祝い事業等、ま

た小学校から中学校卒業までは給食費助成事業等、妊婦から中学生まで切れ目の

ない子育て環境の充実を図っているが、依然少子化は進展している。  

   今後さらに多様化する養育等の環境に対応した子育て支援、そして子育て世帯

のニーズに対応して、子どもを安心して生み育てることができる環境づくりに積

極的に取り組んでいく必要がある。 

 

② 高齢者福祉 

   本村の 65歳以上の高齢者人口は、平成 27年では 2,211人(国勢調査)で高齢化

率は、41.1％となっており、府内でも高齢化率が一番高く、今後さらに増加して

いくことが予測される。 

   高齢者単身世帯や高齢者のみの世帯も増加しており、介護や健康管理、生活支

援、さらには介護に携わる家族への支援も必要となっている。 

   そのため、高齢者及び介護家族を支える仕組みに加え、地域ぐるみでサポート

し合える体制づくりを行い、高齢者が暮らしやすい環境整備等に取り組む必要が

ある。 

   また、元気な高齢者がいきいきと暮らしていける地域社会の形成が重要である。

そのためには、要介護状態になることの予防を目的とした介護予防・日常生活支

援総合事業の利用に至る前に、住民の介護予防への関心や意識を高め、誰もが身

近な地域で介護予防に取り組むことのできる環境を整備し、高齢者が持つ豊かな

経験を地域社会に貢献できる機会の創出、世代間交流等による知識の継承等、長

寿社会の中ですこやかに暮らしていける仕組みづくりが必要である。 

 

③ 障がい(児)者福祉 

   障がい者の高齢化や介護者の高齢化が進展している。 

   村内には障がい(児)者を受け入れる就労移行支援事業者等がなく近隣自治体

の事業所に依存している。また、施設入所者や入院中の精神障がい者の地域生活

への移行、福祉施設から一般就労への移行等のための支援や体制づくりも不可欠

である。 

   障がい(児)者に対する社会の理解も高まり、障がい(児)者の社会参加は拡大し
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つつあるが、社会的、経済的、心身的ハンディキャップにより、自立に向けた地

域社会での生活にはいまだ難しい面もある。 

   すべての人が暮らしやすい社会を形成するためには、障がい(児)者もいきいき

と安心して暮らし続けられる環境が必要であり、地域での自立に向けた社会参加

を促す支援体制の確保が必要である。 

 

④ 保健衛生 

   人口の急激な高齢化が進む中、疾病構造は、がん・循環器疾患・糖尿病等生活

習慣病が中心となってきており、治療の長期化や介護を必要とする人が増加する

傾向にある。 

   このため、「健康ちはやあかさか 21(健康増進計画・食育推進計画)(第３期)」

により、個人の生活習慣の改善に加えて、社会環境の改善に向けて、関係機関と

協力した取組を行っている。 

   また、死因の３割を占めるがんについては早期発見・早期治療が特に重要と考

え対策を行っているが、より受診しやすい体制づくりが必要である。 

   本村では、特に少子高齢化が進む中、心や身体の不具合や不安を抱える人が増

加しており、多様なニーズに合わせた個別の対応が必要で保健師による訪問指導

の充実、他機関との連携が重要である。 

   健康づくりの拠点である保健センターは、建設後 26 年が経過し、令和元年度

に大規模改修を行ったが老朽化による設備の補修や維持管理等が必要である。 

 

 

（２）その対策 

 

① 児童福祉 

   仕事と生活等多様な働き方に対応した子育て支援を展開し、仕事と子育ての両

立支援を図るために、公私連携による幼保連携型認定こども園において、就学前

の子どもに教育・保育の一体的な提供を推進する。また、これまでの子育て支援

策を継続するとともに、少子化の課題となっている経済的負担の軽減や子育てと

仕事の両立が図られる保育サービスの充実等に努め、出産、子育てにおけるニー

ズを的確に把握し、子どもを安心して生み育てやすい環境を整備する。 

   子どもの健全育成と子育ての精神的不安を解消するため、育児交流・相談やサ

ポート体制の拠点である地域子育て支援センターの体制や子どもを健康に育ん

でいくため、妊娠・出産・育児における母子保健事業の体制を強化する。 

 

② 高齢者福祉 

   急激に進展している超高齢社会に的確に対応し、高齢者が住み慣れた地域で継

続的に生活していくため、環境整備と支援の一体的な高齢者福祉の向上を図る。 

   そのため、地域包括支援センターが、医療・介護・予防・住まい・生活支援が
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一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の中核的な役割を担い、重度化予

防や医療介護の連携による強化、さらに高齢者を地域全体で見守り・支える地域

づくりを推進するため社会福祉協議会と連携しシステム構築を進める。 

   また、地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議に村民代表を選出して

情報の共有を図るとともに、情報公開システム等を活用し、高齢者が住み慣れた

地域で暮らし続けられるよう積極的に情報を発信していくよう努める。 

   高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち生活できるよう、介護予防教室事業、

自主的な介護予防の取組支援、老人クラブ活動支援を行い、活力と生きがいのあ

るいきいきとした社会参加のための支援を行う。また、村内に２カ所ある介護予

防拠点施設（いきいきサロン）の充実を図る。 

 

③ 障がい(児)者福祉 

   障がい(児)者の自立と社会参加に向け、住み慣れた地域や社会の中でともに暮

らし、様々な社会活動に自由に参加できるように、福祉、保健、医療、教育、雇

用等の分野にわたり、総合的な施策の推進を一層進め、地域生活支援事業の充実

を図る。 

   また、交流機会の拡大と地域社会での障がい(児)者に対する意識啓発、就労に

向けた取組の実現をめざし、社会福祉協議会等が実施する活動等に対し支援する。 

 

④ 保健衛生 

   介護保険サービス・福祉サービス・医療サービス等と保健事業分野の連携及び

調整を図りながら、住民の健康診査・各種検診・健康教育・感染症予防・栄養指

導・食育の推進等、総合的な保健事業の充実を図り、生活習慣病の予防と要介護

者等の増加抑制に努め、乳幼児から高齢者まで、それぞれのライフステージに応

じた健康づくりを支援する。 

   疾病の早期発見、早期治療のため、各種健（検）診の受診率の向上と健康管理

意識の向上・啓発に努める。また、心の健康相談事業の充実を図り、精神的健康

の保持・増進及び精神保健に関する啓発活動、誰も自殺に追い込まれることのな

い村の実現を推進する。 

   また、村民サービスや利便性の向上、健康、福祉、介護、医療が一体的に取り

組めるよう環境整備を推進する。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

出生数(年間) 16人  26人  
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地域子育て支援拠点

事業未就学児１人あ

たりの利用(年間) 

5.0回 5.2回 基準値の維持 

要介護認定者数 324人 304人 
基準値の 6.2％

減 

介護予防自主グルー

プ数 
11グループ 14グループ  

介護予防・日常生活支

援総合事業の利用者

数(年間) 

636人 576人 
基準値の 9.4％

減 

福祉施設から一般就

労 へ の 移 行 者 数  

(年間) 

０人  １人   

がん検診受診率 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

7.1％ 

7.2％ 

6.1％ 

15.4％ 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

7.6％ 

7.6％ 

6.6％ 

15.7％ 

基準値の 0.2％

から 0.5％増 

子宮頸がん 子宮頸がん 

 15.6％  15.8％ 

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

６ 子育て環

境の確保、高

齢者等の保健

及び福祉の向

上及び増進 

(2)認定こども園 認定こども園整備事業 

 認定こども園園舎の改修工事 

千早赤阪村 

民間事業者 

(3)高齢者福祉施設 

その他 

いきいきサロン整備事業 

いきいきサロンの設備や施設改修等 
千早赤阪村 

(7)市町村保健セン

ター及びこども家庭

センター 

保健センター整備事業 

保健センター整備 千早赤阪村 

(8)過疎地域持続的

発展特別事業 

任意予防接種事業 

任意予防接種費用の助成 
千早赤阪村 

地域包括ケアシステム構築事業 

保健・福祉・地域医療の施設整備の検討 
千早赤阪村 

妊婦健康診査事業 

妊婦健康診査等の費用の一部助成 
千早赤阪村 
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  がん検診事業 

 各種がん検診費用の助成 
千早赤阪村 

重度障がい者医療費助成事業 

重度身体障がい者及び重度知的障がい者等の医療費

に対する一部助成 

千早赤阪村 

ひとり親家庭医療費助成事業 

18 歳までの児童を扶養するひとり親家庭の医療費

の一部助成 

千早赤阪村 

子ども医療費助成事業 

18歳までの児童や乳幼児の医療費の一部助成 
千早赤阪村 

(9)その他 地域包括支援センター事業 

包括的支援業務の充実 
千早赤阪村 

がん患者医療用ウイッグ等購入費助成事業 

 がん患者の医療用補正具の購入費用の一部助成 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

  「子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進」区分における

公共施設等の整備や維持・管理については、各施設の現況及び利用状況等を十分

に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める基本方針に沿った適切かつ効率的な

維持管理を行う。 
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第８章 医療の確保 

 

（１）現状と課題 

 

① 診療施設 

   近年、医師不足等医療を取り巻く厳しい現状は全国的に問題となっている。一

方、高齢化の進展や生活習慣病の増加に伴い、医療に関するニーズはますます多

様化・高度化している。 

   本村には、村国民健康保険診療所、村国民健康保険千早診療所、民間診療所、

民間歯科診療所の計４カ所あるが、村診療所については、公設民営による安定し

た診療所運営と経営の健全化を図るために平成 19年 10月から指定管理者制度を

導入している。今後、超高齢社会の中、外来や在宅の医療サービスの提供だけで

なく、診療所を拠点とした保健事業と連携した健康づくり事業や介護予防等、健

康増進や疾病予防も含めた地域医療体制の充実を図る必要がある。なお、村国民

健康保険千早診療所については、築 40 年以上経過しているため、施設の老朽化・

耐震等が課題となっている。 

   今後、民間診療所の廃業等があれば、無医村となる可能性もあり、学校医の確

保や身近な場所での予防接種・健(検)診事業の受診困難等課題が多い。 

   また、少子化や高齢化が進展する中での保健、福祉、医療機関との連携、村内

の診療機関と広域圏等での高度医療との広域連携といったネットワークの形成

が必要である。 

 

② 救急医療 

   救急医療については、初期救急医療体制として、富田林市へ事務委託している

休日診療所の開設、小児については、南河内南部広域小児急病診療を実施してい

る。二次救急医療体制としては、病院群輪番制運営事業、救急要請の多い準夜初

期救急を実施している。 

   今後も救急医療体制の整備を行い、救命率の向上を図り村民が安心して速やか

に適切な医療が受けられるよう一層の充実が求められる。 

 

 

（２）その対策 

 

① 診療施設 

   診療施設については、安心して適切な医療が受けられるよう、医師の確保や施

設の整備、運営支援を行うとともに、府との連携や支援をもとに持続可能な医療

体制の確保に努める。 

   また、多様化する疾病に対応し、村民の安心した暮らしを確保できるよう、広
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域圏でのネットワークの充実を図る。 

   村民一人ひとりが様々な健康不安に対して、主体的に生活習慣の改善や健康増

進に取り組むための啓発や健康づくりを推進するとともに、早期発見・早期治療

へつながる健（検）診や保健事業の充実に努める。  

   また、健康づくりや予防意識の醸成によって、健全な心身の育成による医療費 

の抑制を図る。 

 

② 救急医療 

   地域医療の確保の重要な課題である救急医療について、広域での初期及び二次

救急医療に対する支援を行い、継続的・安定的な確保を図る。また、社会の変化

等に伴う様々な課題へも広域圏での一層のネットワーク化を図る。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

医療機関数 ４カ所 ４カ所 基準値の維持 

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

７ 医療の確

保 

(1)診療施設 

診療所 

国民健康保険診療所整備事業 

診療所のあり方を検討、設備の整備 
千早赤阪村 

(3)過疎地域持続的

発展特別事業 

休日診療所体制の確保事業 

休日診療の事務委託 
千早赤阪村 

南河内南部広域小児急病診療体制の確保事業 

広域共同処理による小児急病体制 
千早赤阪村 

南河内圏域障害児(者)歯科診療体制の確保事業 

 広域共同処理による障害児者歯科診療体制 
千早赤阪村 

二次救急医療体制及び準夜初期救急医療体制の確保

事業 

広域共同処理による救急医療体制 

千早赤阪村 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「医療の確保」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、各施

設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める基本

方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。  
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第９章 教育の振興 

 

（１）現状と課題 

 

① 生涯学習 

   高齢社会を迎える中で、生涯学習の果たす役割は重要となっている。 

   生涯学習活動として、英語教育が盛んな本村の特色を活かした英語教室、歴史・

文化について探究する座学形式の講座、マリンスポーツを体験する機会の少ない

幼児・児童を対象にした水泳教室等、村の地域性、特色を活かした多様な学習機

会の提供を行っている。今後、さらに村民ニーズに対応した事業の拡充と見直し

が必要となっている。 

   社会教育施設については、各施設共に利用人数・収入が減少傾向にあるととも

に、老朽化による改修及びサービスの向上が必要となっている。とりわけ、図書

室については、蔵書の充実や図書検索のネットワークシステムの更新等、村民ニ

ーズに対応したサービスの提供や施設整備を行う必要がある。 

   また、今後、高齢化の進展や自由時間の増大に伴い、生きがいのある生活への

ニーズが高まっていることから、村民ニーズを的確に把握し、多様な学習機会の

提供等が求められる。 

 

② 学校教育 

   本村には、４幼稚園、４小学校、１中学校があったが、平成 12 年に幼稚園を

一園に統合し、平成 19 年・20 年には小学校を４校から２校に統合した。また、

令和２年３月に公立幼稚園を廃止し、認定こども園を設置したため、現在は、小

学校２校、中学校１校及び社会福祉法人による公私連携幼保連携型認定こども園

１園体制となっている。 

   今後さらに、人口減少・少子化により児童数の減少が予測され、地域の将来を

担う子どもたちの健全育成のためにも、教育内容の一層の充実をめざした教育環

境の整備や再編の検討が必要である。 

   本村では小・中の９年間を通じ、一貫した教育を推進することにより、「生きる

力の育成」を図り、「確かな学力」の確立と「豊かな人間性と道徳心」を育むとと

もに、外国語活動・情報化教育等の充実に努め、村の特色を生かした学校づくり

を進めている。学校の統廃合に伴う遠距離通学対策としてスクールバス運行等の

通学支援も実施している。 

   今後、これらの教育方針や施策をさらに充実させるためには、小規模校や過疎

地域の特性に応じた教育、資源循環を活かした教育等きめ細かな教育サポートが

必要である。また、子どもたちが安全に安心して学校生活を送るためには、老朽

化した施設の整備や教育環境の充実及び教職員の資質の向上に努め、誰もが学び

たくなる学校環境づくりを進めていく必要がある。また、充実した情報化教育を
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推進するため、国のＧＩＧＡスクール構想の下で整備したタブレット端末の更新

が必要となる。 

   学校給食についても、児童・生徒の心身の健全な発達と食生活改善を図るため、

共同調理場方式で米飯給食等の完全給食を小・中学校で行っており、今後本村の

地域資源等特色を活かした食育を推進していく必要がある。その一方で、学校給

食センターの施設整備や設備の維持管理が課題となっている。 

 

 

（２）その対策 

 

① 生涯学習 

   生涯学習については、村民の学習意欲の高まりやニーズに積極的に対応し、住

民の生きがいと心の豊かさを形成するために、様々な学習機会の提供、自主的な

学習意欲の醸成、新たな学習プログラムの開発等を推進する。 

   生涯学習活動を促進するための地域の特色を活かした活動を推進する指導者

の育成等も積極的に行う。 

   社会教育施設については、生涯スポーツや健康づくりとしてのスポーツに対す

る気運の高まりに対応するため、それぞれのニーズに応えた施設や設備を計画的

に整備するとともに、効率的な施設運営を図るため、３市２町１村において連携

した広域相互利用を推進し、新規利用者の獲得に努める。 

   くすのきホールや郷土資料館、Ｂ＆Ｇ海洋センター等の社会教育施設について

は、施設の老朽化が進んでいることから、今後、村民や利用者ニーズに対応した

施設の改修方法を検討し、計画的に設備等の改修を実施する。 

   また、図書室については、村民の読書への楽しみと教養を高める施設として蔵

書の充実を図るとともに、図書システムの計画的な更新を行い、誰もが利用しや

すい図書室をめざす。 

 

② 学校教育 

   教育施設の計画的な整備・改善と学習指導要領に対応した教材、教育機器の充

実を図る等、本村の将来を担う子どもたちの教育環境を整備する。 

   国の「ＧＩＧＡスクール構想」の実現に向けて、小・中学校内ネットワークの

高速通信環境の整備が完了した。今後は遠隔授業や補助教材授業によるＩＣＴを

活用した学習活動に向け整備を進める。 

   今後もさらなる少子化等による児童・生徒数の減少が予測される中、学校の適

正規模を検討し、将来を担う子どもたちの健全育成や教育内容の一層の充実をめ

ざす。 

   また、児童・生徒の安全な登下校の確保のため計画的に通学バスの更新を行う

とともに、遠距離通学者への通学費を支援する。 

   子どもたち一人ひとりを大切にし、子どもたちの個性や能力、学校の実態に応
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じた、きめ細かな指導を行うことにより、学力の向上を図るとともに、心の教育

を推進する。 

   不登校対策においても、適応指導教室を設置する等し、児童・生徒の学習環境

を整える。 

   生徒の国際感覚や国際理解を醸成するため、外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置

し、英語力の向上に努める。 

   児童・生徒の心身の健全な発育と食生活改善を促進するため、食育、地産地消

も含めた学校給食を推進するとともに、食の安全性を確保するため、学校給食施

設や設備の計画的な更新を行う。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

全国学力・学習状況調

査の平均正答率 

中学校 

大阪府平均正答率

と同等 

中学校 

大阪府平均正答率

を上回る 

令和 2年度は実施

していないため、

令和元年度を基

準値とする。 

全国学力・学習状況調

査の平均正答率 
小学校 

大阪府平均正答率

と同等 

小学校 

大阪府平均正答率

を上回る 

令和 2年度は実施

していないため、

令和元年度を基

準値とする。 

全欠児童生徒数 
０人 ０人 基準値の維持 

図書室貸出冊数 

(年間) 
13,120冊 14,000冊 基準値の 6.7％増 

図書室の利用者数 

(年間) 
3,131人 3,300人 基準値の 5.4％増 

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

８ 教育の振

興 

(1)学校教育関連施設 

校舎 

小・中学校空調設備整備事業 

普通教室・特別教室の空調更新 
千早赤阪村 

  小学校設備改修工事 

 校舎のバリアフリー改修、机・イス等の更新 
千早赤阪村 

  
中学校設備改修工事 千早赤阪村 
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  トイレ改修工事、机・イス等の更新  

  

給食施設 

給食センター施設整備事業 

給食センターの改修及び設備の更新 
千早赤阪村 

(3)集会施設、体育施

設等    集会施設 

くすのきホール整備事業 

 くすのきホールの設備等の改修 
千早赤阪村 

 

体育施設 

 

 

Ｂ＆Ｇ海洋センター整備事業 

 Ｂ＆Ｇ海洋センターの設備等の改修 
千早赤阪村 

村民運動場整備事業 

 運動場の設備等の改修 
千早赤阪村 

テニスコート改修事業 

 コート及び設備等の改修 
千早赤阪村 

(4)過疎地域持続的発

展特別事業 

図書室情報システム更新事業 

図書室の情報システムの更新 
千早赤阪村 

副食費補助事業 

 全ての未就学児世帯に対して副食費を補助 
千早赤阪村 

学校給食費無償化事業 

 小・中学校の給食費を補助 
千早赤阪村 

給食調理業務等委託事業 

学校給食の調理委託等 
千早赤阪村 

スクールバス運行事業 

小学校、中学校へのスクールバスの運行委託 
千早赤阪村 

英語指導助手配置事業 

小・中学校へのＡＬＴの配置 
千早赤阪村 

体験型英語教育事業  

 小・中学校の体験型英語教育の実施 
千早赤阪村 

情報教育推進コーディネータ導入事業 

 専門家による具体的な指導・助言 
千早赤阪村 

コンピューター整備事業 

 小・中学校コンピューター機器や周辺設備の更新 
千早赤阪村 

(5)その他 

 

学校教員加配事業 

中学校への専科教員の配置、学校図書司書の配置 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「教育の振興」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、各施

設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める基本

方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第 10章 集落の整備 

 

（１）現状と課題 

 

① 集落の整備 

   集落は、地域社会の基本単位であり、日常生活や生産活動、コミュニティ活動

を営む上で重要な機能を有している。 

   本村の自治組織は、13地区・自治会あり、それぞれの地区に集会施設が整備さ

れ、地域活動が行われている。世帯数は、核家族化等の影響により大半の集落で

微増傾向にあるが、人口は減少している。 

   集落の抱える課題としては、少子高齢化が進展し、若年層の地域離れに拍車が

かかり、集落が持つ公益的機能の低下が懸念されている。 

   また、安心して暮らすことができるむらづくりを推進するため、犯罪の未然防

止対策が必要となっている。 

 

 

（２）その対策 

 

① 集落の整備 

   各集落の公益的機能や地域コミュニティ維持のため、村民との情報共有を進め

るとともに、区長会や単位地区等の自治組織と連携を図り、各種支援制度等の充

実に努め、地域活動を積極的に支援する。 

   田舎のもつ豊かな自然や文化遺産、伝統芸能を活かした地域間交流を推進し、

関係人口の増加による地域の活性化を推進する。 

   また、犯罪等を未然に防止し、村民が安心して暮らすことができるむらづくり

を推進するため、防犯カメラ等を設置し、防犯対策の強化を図る。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

防犯カメラ設置台数 ６台 11台   
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（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

９ 集落の整

備 

(2) 過疎地域持続的

発展特別事業 

地区活動応援補助金事業 

地区の活動や地域課題の解決などについて、地区 

が主体的に取り組む事業を支援する補助 

千早赤阪村 

地区補助金事業 

 地区・自治会活動に対する補助等 
千早赤阪村 

 (3) その他 防犯カメラ設置事業 

防犯カメラ設置工事 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「集落の整備」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、各施

設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める基

本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第 11章 地域文化の振興等 

 

（１）現状と課題 

 

① 地域文化の振興等 

   本村の文化や歴史を正しく理解し、次代のために保存・活用を図ることは、郷

土愛と誇りを養うために重要なことである。 

   本村には、国重要文化財である建水分神社本殿（三殿）や三つの国史跡（赤阪

城跡、楠木城跡、千早城跡）をはじめ多くの文化財があり、貴重な遺産を後世へ

受け継いでいくことが求められる。 

   また、郷土文化として、建水分神社秋祭りや中津神社獅子舞等があり、地域で

郷土文化の保存に取り組んでいるが、少子化や伝承者の高齢化、郷土に対する意

識の希薄から、継承が困難な状況になってきている。  

   芸術・文化活動では、住民が中心となり、文化展等特色ある活動を展開してい

るが、少子高齢化や若年層の人口流出に伴い、活動も縮小傾向にある。 

 

 

（２）その対策 

 

① 地域文化の振興等 

   本村には、南北朝時代に活躍した武将・楠木正成に関する史跡等が多数存在し

ており、これらを本村の歴史遺産として村民への理解を高めるとともに、重要な

文化財として保存・活用を図る。 

   さらに、地域資源として他の分野との連携により地域振興に結びつけ、本村の

地域文化を内外に情報発信するとともに、豊富な知識と経験を持つ高齢者等の参

加を促しながら、様々な地域文化を積極的に推進する。 

   文化活動については、生涯を通じてライフステージに応じた文化に親しみ、少

しでも多くの文化、芸術に触れる機会の提供に努めるとともに、村民が自主的に

文化、芸術活動に関わる機会が得られるよう、育成、支援を行う。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

郷土資料館の来館者

数(年間) 
3,171 人 3,000人 

基準値は令和元

年度。 

基準値の維持 
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（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

10 地域文化

の振興等 

(1)地域文化振興施設

等 地域文化振興施設 

史跡整備事業 

老朽化した史跡の改修 
千早赤阪村 

  郷土資料館整備事業 

 郷土資料館の設備等の改修 
千早赤阪村 

 (2)過疎地域持続的発

展特別事業 

郷土資料館収蔵品管理事業 

 収蔵品整理及び台帳の作成 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「地域文化の振興等」区分における公共施設等の整備や維持・管理については、

各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合管理計画に定める

基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第 12章 再生可能エネルギーの利用の推進 

 

（１）現状と課題 

 

① 自然エネルギーの活用 

   本村では、「地球温暖化対策実行計画(事務事業編)」により、庁内の事務・事業

に対し温室効果ガスの排出削減目標を設定し、温室効果ガスの排出量削減に取り

組んでいるが、太陽光発電の新設や、施設設備等の更新により地球温暖化等の環

境問題に取り組む必要がある。 

 

 

（２）その対策 

 

① 自然エネルギーの活用 

   本村では、庁内全ての事務・事業を対象に省エネルギー、省資源、廃棄物の減

量化等を推進し、温室効果ガスの排出量削減に取り組む。平成 30 年にはＥＳＣ

Ｏ事業を導入し、照明設備や空調設備の省電力化や公共施設への太陽光発電の導

入により、地球温暖化の防止に向けた取組を推進する。 

   また、太陽光、水力、バイオマス等の自然界に存在し、永続的に利用できる再

生可能エネルギーの利用を大阪府と連携して村民や事業者等に啓発を行う。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

庁内事務事業に伴う

温室効果ガス(二酸化

炭素)の排出量 

338.89t-CO₂ 289.67t-CO₂  

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

11 再生可能

エネルギーの

利用の推進 

（3）その他 再生可能エネルギー啓発事業 

 広報周知による啓発活動等 

 

千早赤阪村 
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（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「再生可能エネルギーの利用の促進」区分における公共施設等の整備や維持・

管理については、各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施設等総合

管理計画に定める基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 
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第 13章 その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

 

（１）現状と課題 

 

①  効率的な行財政運営 

   本村では、住民自治に基づくむらづくりを行うとともに、近隣自治体との広域

的な連携により、村民サービスの向上に努めている。 

   今後さらに地方分権が進む中、地域と行政が連携（協働)したむらづくりを推

進するとともに、さらなる行政の広域化を積極的に推進する必要がある。 

 

②  村民との協働によるむらづくりの推進 

   本村では、旧過疎法による過疎対策等によって生活基盤である公共施設等の整

備を進めたとともに、地域おこし協力隊員の導入等あらたな試みによって地域活

性化の促進等に取り組んできた。しかしながら、これまでの取組は行政主導によ

り推進されてきた感が否めない。 

   本来、むらづくりは、地域住民が主体となって取り組むことが基本であり、住

民参加をむらづくりの根底に据え、村民・地域団体・事業者・行政がそれぞれの

役割を分担しつつ、互いに協力し合い行動を起こし、新たな価値を創造していく

「協働」によるむらづくりを推進する必要がある。 

 

③ 新庁舎建設事業 

   行政サービスの中心を担う役場庁舎は、建設より半世紀以上経過しており、南

海トラフ巨大地震等の有事の際には倒壊の危険性があることから、災害拠点の機

能を果たすとともに、活力のある自立したむらづくりを推進するため、庁舎の整

備は村民の利便性を考慮した整備を図る必要がある。 

 

 

（２）その対策 

 

① 効率的な行財政運営 

   限られた行政資源をより効率的・効果的に配分するため、行政評価制度のさら

なる活用や村民サービスの維持向上に配慮しつつ、民間と行政の適切な役割分担

のもと民間委託や指定管理者制度等の民間活用を積極的に推進する。 

   広域（行政）連携については、さらに近隣自治体との連携を強化し、事務の共

同処理や施設の共同利用・政策連携を積極的に図る等、効果的・効率的な広域（行

政）連携を推進する。 

   また、産業、文化、福祉、交通等幅広い分野の連携を進め、行政と民間事業者、

村民と民間事業者等多様な主体の協働により地域の持続的発展を図る。 
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② 村民との協働によるむらづくりの推進 

村民・地域団体・事業者・行政との役割分担を明確にし、地域や事業者等がで

きることは地域や事業者等での対応を進め、活力と特色のある自主的な地域づく

りの推進活動を支援する。 

また、タウンミーティングの開催や各種計画の策定に係る村民参加、ホームペ

ージや広報によるわかりやすい情報提供等開かれた行政を推進する。 

 

③ 新庁舎建設事業 

村民に質の高い行政サービスを提供するために、村民活動の拠点や災害時の防

災拠点として役割を合わせもつ役場庁舎の整備を推進する。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

タウンミーティング

数 
０件 ４件  

 

 

（３）事業計画 

 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

12 その他地

域の持続的発

展に関し必要

な事項 

 南河内広域連携事業 

南河内６市町村による広域連携 

千早赤阪村 

近隣自治体 

 タウンミーティング実施事業 

タウンミーティングの実施 
千早赤阪村 

 防災拠点整備事業（役場庁舎） 

防災拠点づくり 
千早赤阪村 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

   「その他地域の持続的発展に関し必要な事項」区分における公共施設等の整備

や維持・管理については、各施設の現況及び利用状況等を十分に踏まえ、公共施

設等総合管理計画に定める基本方針に沿った適切かつ効率的な維持管理を行う。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

千早赤阪村過疎地域持続的発展計画 
 

令和３年９月 17日策定 
令和４年９月 16日変更 
令和５年９月 22日変更 
令和６年 10月 21日変更 

〒585－8501 

大阪府南河内郡千早赤阪村大字水分 180 

千早赤阪村村政戦略部秘書企画課 

TEL：0721－72－0081㈹ 

FAX：0721－72－1880 

 

 

 

 


